
１．背景・概要 

交通政策基本法が平成 25 年 12 月に施行され、地方公共団体は交通に関する施策をま

ちづくりの観点から総合的かつ計画的に実施することが求められており、区の地域、交

通特性にあった計画を平成 28・29 年の２か年で策定している。 

本計画は、２～３年毎の点検・評価、５年毎の見直しによる PDCA マネジメントサイク

ルを用いて計画を推進することとしている。令和２・３年度は新型コロナウイルス感染

拡大の特殊な状況下であったため推進協議会を延期し、点検・評価と中間見直しを同時

に行う。 

今回の見直し業務では、点検・評価を合わせて実施し、これらを反映して PDCA マネジ

メントサイクルの期間を含めた計画の中間見直しを行う予定である。 

 

２．目的 

PDCA マネジメントサイクルに基づき過年度に延期している点検・評価および令和４・

５年度の２か年で計画の中間見直しを実施することを目的とする。  

本業務では有識者会、推進協議会を開催し、１年目に基礎調査の実施、大田区交通政

策基本計画の点検・評価、現況・課題の整理などを行った後、骨子の作成までを行い、

２年目は骨子をもとに、区民等の意見を聴取・反映させた計画の作成を予定している。 

 

３．有識者会及び推進協議会名簿 

会議体 区分 所属・職名 氏名 

有識者会 学識経験者 東京工業大学副学長 環境・社会理工学院 教授  屋井 鉄雄（座長） 

  東京都立大学都市環境学部教授 清水 哲夫（副座長） 

  中央大学研究開発機構教授 秋山 哲男 

  筑波大学システム情報系教授 谷口 綾子 

 大田区職員 関連部署部長 

推進協議会 学識経験者 東京工業大学副学長 環境・社会理工学院 教授  屋井 鉄雄（会長） 

  東京都立大学都市環境学部教授 清水 哲夫（副会長） 

 区民代表 自治会連合会、商工会議所、商店街連合会、観光協会 

 大田区議会 区議会議員 

 交通事業者 鉄道事業者、バス事業者、タクシー事業者 

 官公庁 国土交通省、東京都、警視庁 

 その他 遊漁船業者、工業団体、NPO 法人等 

 大田区職員 主要関連部署部長、関連部署課長 

 

４．スケジュール（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．現計画の概要 

（１）理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）目標 
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（３）基本方針と施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．中間見直しの考え方 

中間見直しに際しては、区の上位計画、関連計画などの改定を取り入れるとともに、

現計画策定後の新型コロナウイルス感染症の影響など社会状況の変化を踏まえ、 

 
● 公共交通の需要減少等に伴う代替地域内公共交通の活用 

● 高齢者の移動手段の確保 

● 特定小型原動機付自転車や遠隔操作型小型車など多様な交通手段の活用 
● 交通不便地域の改善 

● 臨海部における公共交通ネットワーク改善 

● 発災時の交通、流通の確保 
● Maas の出現、自動運転の実装など交通分野での技術的な革新 

● ライフスタイル、ワークスタイルの変化への対応 

● バリアフリー社会の更なる形成 

 

など社会・経済の動きを取り入れた中間見直しを行う。 
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